
第 5章 耐力度調査チェックリスト
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第 6章 耐震診断未実施建物の耐力度調査票

本耐力度調査は、下記の条件を全て満たす場合に限り使用することができる。

・新耐震設計基準以前の基準で建てられた建物。

・耐震診断が実施されておらず、診断結果を利用した耐力度調査ができない。
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Ⅰ 年 月 年 月 日

Ⅱ

㎡

㎡ 年 年 点

Ⓐ

①

②

Ⓑ ①

㋐

点

㋒ ㋟

点 点

㋔

点

㋖

点

㋘ Ⓑ

点 点

㋚

点

㋜

点

㋝

点

㋞

点

Ⓒ ① ② ③ ④ ⑤ 評　　点

⑥屋根ふき材料 トタンぶき又は土居ぶきの類

雨漏り痕無：0

無被害：0

＝

＝
5

Ⓒ

敷　地　条　件 積　雪　寒　冷　地　域 海 岸 か ら の 距 離 評　　　価

二　種　地　盤 0.9 二級積雪寒冷地域 0.9

U＝2 0.95

多数有（湿潤）：3

1.0

判　　別　　式 評　　　点

非構造材被害
大：2

構造材被害
有：3

煙害程度：0
非構造材被害

小：1
被害部を新材で補修：0

S＝2 0.95

S＝3

点

三　種　地　盤 0.8 一級積雪寒冷地域 0.8 海岸から5㎞以内 0.8

0.9

海岸から8㎞を超える ①＋②＋③＋④＋⑤

＋ ＋ ＋ ＋海岸から8㎞以内

平 坦 地 1.0

傾　   斜　  地
崖地（3ｍ未満）

0.9

崖地（3ｍ以上） 0.8

1.0
Ⓒ＝

立

地

条

件

四　種　地　域

構

造

耐

力

火災の被災経験 Ｓ

⑦

雨漏り痕の有無 Ｕ

②

木 材 の 腐 朽 度 Ｄ

5

2階建ての場合に
お け る 1 階 の 柱

平 屋 の 場 合 に
お け る 柱

間隔

桁行方向

壁長

桁
行
方
向

平屋

2階以上

③

U≦1 1.0

U＝3 0.9

判　　別　　式

健

全

度
一部有（乾燥）：0 多数有（乾燥）：1 一部有（湿潤）：2

⑥

床鳴りの有無α 振動障害の有無β

無し：0 時々振動を感知：1

方向 張間方向 桁行方向

たわみ量相対たわみθ1

床梁・
小屋梁

部位

1.0 一　種　地　盤 1.0

一　種　地　域 0.8

常に振動を感知：2無し：0 軽微な床鳴り：1 多数の床鳴り：2

二　種　地　域

そ の 他 地 域 1.0

地 震 地 域 係 数

三　種　地　域 0.9

0.85

地　 盤　 種　 別

傾斜長 傾斜率r1 傾斜長測定柱高

0.9

判　　別　　式 評　　　点合計

3≦α+β 0.8

α+β α+β≦1 1.0

α+β＝2 0.9

評　　　点

S≦1

0.002＜max(θ1,θ2)≦0.005

傾斜率r2 max(r1,r2)≦0.002

部位 1階 2階 判　　別　　式

0.002＜max(r1,r2)≦0.005

0.005＜max(r1,r2) 0.5

評　　　点

直線補間

最大スパン 相対たわみθ2 max(θ1,θ2)≦0.002 1.0 ㋛ (㋚×15)

評　　　点

1.0

直線補間

0.005＜max(θ1,θ2) 0.5

㋙ (㋘×15)

判　　別　　式

Ⓑ＝㋟×

基礎の劣化 基礎の傾斜 判　　別　　式 評　　　点

割れ有の基礎長

min（㋜,㋝,㋞）

0.5＜max(df,φf×100) 0.5

1.0 ㋗ (㋖×10)max(df,φf×100)≦0.2

0.2＜max(df,φf×100)≦0.5 直線補間

外周基礎全長

0.6＜max(d3,d4) 0.5

0.3＜max(d1,d2)≦0.6 直線補間

1.0 ㋕ (㋔×20)

判　　別　　式

べた基礎 5 布基礎 4 ブロック基礎 2

左記の構造以下の筋かいが取り付け
てあるもの

1

腐朽度d1

  T=(40-t)/40 =

max(d1,d2)≦0.3 1.0

外壁土台

外壁柱本数 腐朽度d2外壁長腐朽長

腐朽度の
判定

max(d3,d4)≦0.3

腐朽度の
判定

判　　別　　式

年

2階床梁

0.3＜max(d3,d4)≦0.6 直線補間

腐朽本数 床梁本数 腐朽度d3 腐朽本数 小屋梁本数

小屋梁

0.6＜max(d1,d2) 0.5

評　　　点

㋓ (㋒×20)

評点合計

㋟＝（㋑+㋓

+㋕+㋗+㋙+㋛）

経過年数 t 判別式(建築時からの経過年数) 経過年数 t2 判別式(長寿命化改良後の経過年数) 評　　　点

年    T=(30-t2)/40 =

腐朽本数

外壁柱

㋑ (㋐×20)

評　　　点

評 点

5

断面積が12cm角のもの2本

3
断面積が12cm角のもの又は
10.5cm角のもの2本

3

固定間仕切間の距離が18ｍを
こえ27ｍ以下のもの

1

調
査
建
物

＋

一階面積 建築
年月

年
月

建 物 区 分 棟 番 号 階　　数 面積 建物の経過年数

延べ面積 経過
年数

年
経過
年数

年

長寿命
化年月

年
月

Ⅴ 整 理 番 号

職　名 一級建築士登録番号

会社名 一級建築士登録番号

点

Ⓒ 立　地　条　件

補　　修　　歴

点補　修　年

被　　災　　歴

木造の建物の耐力度調査票（耐震診断未実施用）

調
査
学
校

Ⓐ 構　造　耐　力

予備
調査者 ㊞ Ⓑ 健　　全　　度

都道府県名 設 置 者 名 学　校　名 学校調査番号 調　査　期　間 平成

（表面）

Ⅳ 学　校　種　別

㊞

点氏　名

第 一 列 評 点

日 ～ 平成 Ⅲ　　結　　果　　点　　数

調査者

区 分 第 四 列 評 点第 三 列 評 点第 二 列

耐　力　度

Ⓐ×Ⓑ×Ⓒ

氏　名

種　類 被　災　年 内　　容

0

断面積が13.5cm角未満のもの

断面積が11.5cm角未満のもの

6＜壁長さ(㎝）/床面積（㎡） 7壁長

張間方向

4＜壁長さ(cm)/床面積(㎡)≦6

0

柱と同寸法以上の土台があるもの 5 柱と同寸法未満の土台があるもの 4 古材を使用した土台があるもの 3 土台がないもの 0

その他の基礎基礎構造

土台

固定間仕切間の距離が9ｍを
こえ18ｍ以下のもの

3

2＜壁長さ(cm)/床面積(㎡)≦4

断面積が13.5cm角のもの

0

固定間仕切間の距離が27ｍを
こえるもの

0

0

延長
一教室の外壁及び廊下仕切の壁で開
口部のない壁体の延長が 7.2ｍ以上
のもの

5
一教室の外壁及び廊下仕切の壁で開
口部のない壁体の延長が 7.2ｍ未満
5.4ｍ以上のもの

4
一教室の外壁及び廊下仕切の壁で開
口部のない壁体の延長が5.4ｍ未満
3.6ｍ以上のもの

5 4＜壁長さ(cm)/床面積(㎡)≦6

壁長さ(cm)/床面積(㎡)≦2

6＜壁長さ(cm)/床面積(㎡)

固定間仕切間の距離が
9ｍ以下のもの

5

壁長さ(cm)/床面積(㎡)≦2

一教室の外壁及び廊下仕切の壁で開
口部のない壁体の延長が3.6ｍ未満
のもの

0

柱

③

壁

体

④
5

2

断面積が11.5cm角のもの

断面積が15㎝角以上のもの
又は13.5㎝角のもの2本

断面積が13.5㎝角以上のもの
又は12㎝角のもの2本

3 2＜壁長さ(cm)/床面積(㎡)≦4 2

2

0
柱と同寸法のたすき筋かいが取り付け
てあるもの

柱と同寸法の片筋かい又は柱二つ割
のたすき筋かいが取り付けてあるもの

左記の構造以下の筋かいが取り付け
てあるもの

筋かいも控柱もないもの

柱と同寸法の筋かい又は柱二つ割の
たすき筋かいが取り付けてあるもの

5

柱二つ割の片筋かいが取り付けてあ
るもの

3

左記の構造以下の筋かいが取り付け
てあるもの

1

平屋

2階以上

張
間
方
向

筋

か

い

及

び

控

柱

⑤

（上記の計　　　　　　　　　）+50＝（　　　　　　　　）・・・・・・Ⓐ

瓦又はセメント瓦の類 1 かやぶきの類 0

⑦
点
数

小計

合計

0
柱と同寸法のたすき筋かいが取り付け
てあるもの又はトラスに組んだ控柱が
あるもの

柱と同寸法の片筋かいもしくは柱二つ
割のたすき筋かいが取り付けてあるも
の又は組んでいない控柱があるもの

左記の構造以下の筋かいが取り付けてある
もの 筋かいも控柱もないもの

柱と同寸法の筋かいもしくは柱二つ割
のたすき筋かいが取り付けてあるもの
又は組んだ控柱があるもの

5

柱二つ割の片筋かいがあるもの又は
組んでいない控柱があるもの

筋かいも控柱もないもの

筋かいも控柱もないもの

3

基 礎 の 状 態 Ｆ

④

部材の傾斜、たわみ Ｒ

⑤

床鳴り、振動障害 Ａ

外壁土台・
外壁柱

経 年 変 化 T

3 スレートぶきの類

相対たわみ
の算定

たわみ量 最大スパン

柱の傾斜

床梁の
たわみ

測定柱高

健全度df 相対沈下量 測定基礎長 沈下率φf

傾斜率の
測定

2

腐朽度d4

部位
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（裏面） 　学　校　名

方位

３．余白に縮尺、建築年、延べ面積を記入する。

２．寸法線と寸法（単位メートル）を記入する。

１．調査建物の各階の平面図、断面図を単線で図示し、耐力壁は、他と区別できるような太線
　とする。

調　査　者　の　意　見
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第 7章 耐震診断未実施建物の耐力度調査票付属説明書
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7.1 一 般 事 項

⑴ 調査対象学校 公立の小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別

支援学校及び幼稚園とする。

⑵ 調査対象建物 調査対象学校の木造の校舎、屋内運動場、寄宿舎のうち、耐震診断を実

施していない建物とする。

⑶ 調 査 単 位 校舎、屋内運動場、寄宿舎の別に平屋部分、二階建部分別にさらに同一

棟で建築年、建築構造の異なる部分があるとき、または耐力度の著しく

異なる部分があるときは、その異なる部分ごとの範囲を調査単位とす

る。また、エキスパンションジョイントがある場合には別棟とみなす。

ただし、主棟に接続して建てられている便所、物置等の付属建物で、そ

の棟を改築する場合、当然とりこわされる部分は主棟に含めることがで

きる。

⑷ 調 査 票 「第 6章 耐震診断未実施建物の耐力度調査票」による。

⑸ そ の 他 木造以外の建物は RC造、S造または CB造の調査票を作成する。
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7.2 測 定 方 法

木造建物のうち、耐震診断を実施していない建物に関する耐力度調査は第 6章を基に測定

することとし、その実施に当たっては、以下の事項に留意する。また、Ⓐ構造耐力以外の測定

項目については、原則として「第 3章 耐力度調査票付属説明書」によるものとする。

　
7.2.1 Ⓐ構造耐力の記入方法

⑴ 目的

この欄は耐力度測定を行う建物が現時点において、どの程度耐力があるかを評価するもので

ある。

⑵ 構造耐力の測定範囲

校舎、寄宿舎にあっては、耐力度測定を行う建物で、屋内運動場にあっては主室全体で行

う。

⑶ 各欄の記入説明

調査票には建物の主要構造部分について「基礎構造」「土台」「柱」「壁体」「筋かい及び控

柱」「屋根ふき材料」の別に欄が設けられている。それらはさらに第 1列から第 4列のように

使用材料形態、寸法によって区分されている。以下の説明によって測定する測定室の①～⑥部

分が第 1列から第 4列のいずれに該当するかを調べ、その該当列の評点を○で囲むものとする。

① 基礎構造

建物の外周部（図㋐～㋔の F）の基礎構造について評点する。両側がそれぞれ異なる構造の

ときの校舎、寄宿舎の場合は、外壁下の基礎のうち図示の部分（図㋓、㋔の F）について、屋

内運動場の場合は同一構造の延長の多いもので評点する。異なる基礎が混在する場合にはもっ

とも長く用いられている基礎を対象とする。
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（注） 布基礎とは、建物荷重を地盤へ等分布状態に伝えるように造られたものをいう。

② 土台

測定室の桁行方向の両側外壁土台について評点する。ただし、中廊下の場合は測定室外側の

土台について評点する。両側がそれぞれ異なるときは、校舎、寄宿舎の場合は測定室外壁土台

（前図㋓、㋔の F）側について、屋内運動場の場合は断面寸法の小さい側について評点する。

③ 柱

校舎、寄宿舎の場合は測定室の桁行方向の外壁柱、屋内運動場の場合は主室の桁行方向の外

壁柱について、その断面寸法を評点する。両側が異なる断面のときの校舎、寄宿舎の場合は、

測定室の室外壁柱（前図㋓、㋔の F）側について、屋内運動場の場合は、同一断面の多い側の

柱について評点する。

断面寸法が調査票第 1列から第 4列の区分間の前列と後列の中間寸法のときは下位列の断

面として扱う。

また、添柱が第 1列、第 2列記載の断面と異なるときは、その添柱と本柱の断面積の合計

と調査票記載の断面寸法を比較し、その断面に近い下位の列ものとして評点する。

（注） 柱の断面寸法は実測寸法とする。

④ 壁体

ⅰ) 壁長

測定室の張間方向、桁行方向の壁面について評点する。壁の長さと壁の間隔が対象である。

壁長さとは無開口の壁の長さを測り、筋かいの有無、大壁、真壁は問わない。開口壁は長さに

含まない。面積は対象建物の面積とする。

ⅱ) 間隔

この評点は測定室に限らず調査建物内のどの室で行ってもよい。

固定間仕切壁間の距離は当該固定間仕切壁に開口部がある場合次の補正を行う。

　
両側の固定間仕切壁に設けられた開口部の数 1～2箇所 3～4箇所 5～6箇所 7箇所以上

固定間仕切壁間の補正後の距離 1.25倍 1.5倍 1.75倍 2倍

（注） 1 連続窓の場合の開口部の数は延べ約 1.8 mごとに 1箇所とする。

2 開口部とは窓、出入口、ランマをいい、換気ガラリ、目鏡石取り付け箇所は除

く。（以下同じ。）

ア 折りたたみ式間仕切壁、取外し式間仕切壁等必要に応じ取外すようなものは、固

定間仕切壁としない。

イ 固定間仕切壁であって、その柱の上部、下部のいずれかが主要横架材に取り付け
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てない場合は、この項の評点上の固定間仕切壁としない。

一つの室で建築年の異なる部分があるときの間仕切の間隔は下図のごとく A棟、

B棟調査票共、15 mとして評点する。

　

ⅲ) 延長

〔校舎、寄宿舎の場合〕

測定室の次図 abcの壁体のうち開口部のない壁の延長を測り評点する。

　

測定室以外の室でその延長が著しく異なるときは、その平均によって評点する。

〔屋外運動場の場合〕

屋外運動場主室の桁行両側外壁の延長に対する当該壁の開口部を除いた壁延長の割合によっ

て評点する。

この場合の桁行外壁とは下図の I の部分がその例である。
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⑤ 筋かい及び控柱

張間方向、桁行方向によって評点する。

評点の対象は次の通りとする。

ア 校舎、寄宿舎の場合

　

筋かいのうち異なる種類のものが取り付けてあるときはその上位のものとして評点する。

図の左方の間仕切は柱二つ割筋かい、右方の間仕切は柱と同寸法の筋かいの場合の例であ

る。この評点は「柱と同寸法の筋かい」が取り付けてあるものとして評点する。なお、桁行

方向についても同様な方法で㋑㋺㋩の壁の筋かいを測定する。㋑の桁行外壁が下屋であって

も測定上の区分はしない。
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イ 屋内運動場の場合

　

張間方向、a～bの架構について評点する。第 1列～第 4列の条件の中間数値のものは、

下位の列のものとして評点する。例えば、「組んだ控柱が 4.5 mごと」の場合は第 2列とし

て評点する。桁行方向㋑～㋑’、㋺～㋺’の桁行外壁の筋かい、控柱については校舎、寄宿舎

の桁行方向の場合と同様な方法で評点する。

評点では次のことに留意すること。

ア 筋かいの断面寸法が第 1列～第 3列の説明の断面の中間寸法のときは、その下位

の列として扱う。

イ 鉄筋筋かいの場合は第 3列として評点する。

ウ 水平トラスは調査対象としていない。

エ 筋かい、控柱が測定時に構造上有効に働いていないものでも評点の対象とする。

オ 控柱が建物片側のみに取り付けてあっても両側に取り付けてあっても評点上の区別

はしない。

「トラスに組んだ控柱」「組んだ控柱」及び「組んでない控柱」の区別は次の通りと

する。
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⑥ 屋根ふき材料

屋根のふき上材料の種類によって評点する。なお、各列の区分は次の例による。

　
第 1列 第 2列 第 3列 第 4列

柿ぶき（柾、杉皮）薄鉄板、銅
板、トタンぶき、ジュラルミン

スレートぶき（天然石綿）、ガラ
スぶき、通常の石置屋根

瓦、セメント瓦
厚型ストレート

かやぶきの類
その他

屋根上に玉石の類の「おもり」を載せてある場合は、その実際の重さを考慮の上評点する。

例えば杉皮等で玉石を載せてある場合は、一段階下のものと考え第 2列として評点する。

⑦ 点数小計

①～⑥までの評点を各列ごとに加え、その評点小計を記入する。

（注） ①～⑥までの評点は第 1列～第 4列のいずれか 1箇所のみである。

合計

（上記の計）欄に各列小計点数の合計数を記入する。その点数に 50を加え（ ）内へ記入

する。この点数がⒶ構造耐力の点数となる。

⑷ 評点上の特例

評点をすべき土台、柱、筋かい、控柱が次に該当するときは、当該説明による評点の下位の

評点とする。この場合の評点は□で囲む。

ア 移築、移転建物の土台、柱、筋かい、控柱。

イ 新築、移築、移転後腐朽または損傷した土台、柱、筋かい、控柱を、それぞれ全部ま

たは一部取替え、根継をなし、または構造補強の目的で従来なかった土台、筋かい、控

柱、添柱をそれぞれ全部または一部新たに設けた場合。

ウ 平屋であったものに 2階を増築（いわゆる「おかぐら建築」）した建物の柱。

（注） アの移築、移転建物に該当し、さらにそれが完成後イに該当するときは 2列下位

として評点される。

⑸ 特例評点した建物の調査票「Ⅱ」の「補修歴」欄または調査票裏面へ該当内容を記入す

る。
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第 8章 耐震診断未実施建物の耐力度調査チェックリスト
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